
け
る
単
年
度
収
支
の
累
積
額
は
５
・
07
億

円
の
赤
字
と
な
る
見
込
み
で
す
。

支
出
の
見
通
し

(単位：億円）
区　　分 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度 平成３５年度 平成３６年度

歳　
　
　
　
　
　
出

義 務 的 経 費 109.96 110.73 107.49 105.43 104.55 104.50 103.27 99.93
人 件 費 33.07 36.02 35.32 33.30 33.11 33.36 32.99 33.37
扶 助 費 51.28 47.85 47.76 47.66 47.39 47.10 46.80 46.51
公 債 費 25.61 26.86 24.41 24.47 24.05 24.04 23.49 20.05

投 資 的 経 費 23.33 39.16 25.43 18.67 18.65 18.63 18.79 18.78
普通建設事業費 21.84 38.16 24.43 17.67 17.65 17.63 17.79 17.78
受 託 事 業 費 1.49 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

そ の 他 の 経 費 74.18 71.18 72.30 71.78 71.72 72.47 72.31 73.54
物 件 費 30.83 28.74 29.48 28.89 28.62 29.26 28.78 28.70
維 持 補 修 費 3.42 3.63 3.66 3.70 3.70 3.70 3.70 3.70
補 助 費 等 15.58 15.73 15.73 15.45 15.29 15.14 15.12 15.04
積 立 金 2.79 1.68 1.85 1.97 1.99 1.88 1.86 2.91
貸 付 金 0.69 0.53 0.53 0.53 0.53 0.53 0.53 0.53
繰 出 金 20.85 20.87 21.05 21.24 21.60 21.96 22.31 22.67

合 計 207.47 221.07 205.22 195.88 194.93 195.59 194.37 192.24
※項目ごとに四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。
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普通建設事業費

　

公
債
費
と
は
、
市
債
な
ど
の
借
金
の
返

済
や
利
子
の
支
払
い
に
掛
か
る
費
用
で
す
。

　

減
少
傾
向
で
推
移
し
、
平
成
36
年
度
に

は
、
平
成
29
年
度
に
比
べ
５
・
56
億
円
減

の
20
・
05
億
円
と
な
る
見
通
し
で
す
。

　

な
お
、
土
地
開
発
公
社
の
解
散
に
伴
う

市
債
の
償
還
が
、
平
成
35
年
度
を
も
っ
て

終
了
す
る
た
め
、
平
成
36
年
度
に
大
き
く

減
少
す
る
見
込
み
で
す
。

24
・
43
億
円
と
な
る
ほ
か
は
、
17
億
円
台

で
推
移
す
る
見
込
み
で
す
。

※�

大
型
事
業
推
進
プ
ラ
ン
に
つ
い
て
は
、

６
・
７
ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

　

普
通
建
設
事
業
費
に
は
、
『
大
型
事
業

推
進
プ
ラ
ン
』
登
載
の
全
事
業
を
計
上
し

て
い
る
ほ
か
、
プ
ラ
ン
の
対
象
外
と
な
っ

て
い
る
事
業
の
う
ち
実
施
の
必
要
性
が
高

い
建
設
事
業
の
費
用
を
計
上
す
る
と
と
も

に
、
現
時
点
で
は
想
定
で
き
な
い
大
型
事

業
分
と
し
て
、
一
定
規
模
の
事
業
費
を
計

上
し
て
い
ま
す
。

　

こ
れ
ら
の
結
果
、
普
通
建
設
事
業
費
は
、

大
規
模
建
築
物
の
耐
震
化
補
助
金
な
ど
の

大
型
事
業
が
集
中
す
る
平
成
30
年
度
に
38
・

16
億
円
と
な
り
、
そ
の
後
平
成
31
年
度
に

　

人
件
費
は
、
市
職
員
の
給
与
や
退
職
手

当
な
ど
、
人
の
任
用
な
ど
に
よ
り
掛
か
る

支
出
で
す
。

　

人
件
費
の
大
部
分
を
占
め
る
給
与
費
は
、

定
年
退
職
者
数
の
影
響
に
よ
り
平
成
30
年

度
・
平
成
31
年
度
に
退
職
手
当
が
一
時
的

に
増
加
す
る
も
の
の
、
市
職
員
数
を
一
定

数
確
保
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
の
で
、

全
体
的
に
は
横
ば
い
で
推
移
し
、
平
成
36

年
度
に
は
給
与
費
が
31
・
56
億
円
、
人
件

費
と
し
て
は
33
・
37
億
円
と
な
る
見
込
み

で
す
。

普
通
建
設
事
業
費
に
は
ど
の
よ

う
な
事
業
を
計
上
し
て
い
る
の

公
債
費
と
は
何
で
す
か

人
件
費
に
つ
い
て

教
え
て
く
だ
さ
い

人件費の見通し� （単位：億円）

公債費の見通し� （単位：億円）

普通建設事業費の見通し� （単位：億円）
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